
    

 令和５年度加賀市障害者就労施設等からの物品等調達方針                              令和5年 4月 1日作成  １ 趣旨  この方針は、国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成24年法律第50号。以下「障害者優先調達推進法」という。）第9条の規定により本市における障害者就労施設等からの物品又は役務（以下「物品等」という。）の調達の推進に関し必要な事項を定めるものとする。  ２ 用語の定義   この方針において使用する用語は、障害者優先調達推進法で使用する用語の例による。  ３ 適用範囲   この方針の適用範囲は、本市のすべての機関が発注する物品等の調達とする。  ４ 調達の対象となる障害者就労施設等  本市において調達の対象となる障害者就労施設等は、障害者就労施設等のうち、物品等の調達が可能な施設とする。  ５ 調達の対象品目   本市において重点的に調達を推進すべき物品等については、市内の障害者就労施設等において提供される物品等とする。  ６ 調達の推進方法 (１）本市は、障害者就労施設等から調達可能な物品等の情報を収集し、本市の各機 関に当該情報を提供する。 （２）本市の各機関は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）及び加賀市財務規 則（平成17年加賀市規則第35号）等に定める随意契約を活用し、障害者就労施設等からの調達を推進する。 (３) 本市は、障害者就労施設等の営業力・企画力を向上させるための研修会を開催す るなどの支援をする。  ７ 調達方針及び調達実績の公表 (１) 本市における調達方針を作成し、又は見直したときは、市ホームページ等により、 速やかに公表する。 (２）調達実績については、翌年度の5月末までに概要を取りまとめ、市ホームページ 等により、速やかに公表する。 



    

  ８ 調達目標 過去3年間の調達実績額の平均値を上回るものとする。  ９ 所管する事務等 (１) 総務部財政課 調達方針及び調達実績の作成・公表に関すること。    （２）市民健康部介護福祉課 障害者就労施設等との連絡調整及び調達可能な物品 等の情報収集等に関すること。 


